
資源事業 製錬事業 材料事業 研究・開発

グローバル化対応コーポレート・ガバナンス

シエラゴルダ銅鉱山の
フル生産

新規金鉱山権益の獲得

コーポレートガバナンス・コード対応
コーポレートガバナンス方針
コーポレートガバナンス報告書

社外取締役増員によるガバナンスの強化
統合報告書の発行（2016年度）
エンゲージメントの継続的実施

グローバル人材育成/ダイバーシティ対応推進
IFRS導入の検討

（15中計期間中の適用をめざす）

グローバル経営情報システムの構築

タガニートHPALの拡張
HPALの周辺技術で
成長戦略を展開

銅製錬事業の競争力強化

電池材料、LT/LN増産の
収益貢献

持続的な次世代製品の
創出・移行

新商品とプロセス開発

経営基盤の強化

資源・製錬大型プロジェクトの“刈取り”は
12中計でおおむね完了

15中計では
次の飛躍に向けた“種蒔き”“植付け”を行う

長期ビジョン
世界の非鉄リーダー＆
日本のエクセレントカンパニー

03・06中計

09・12中計

15中計

外部環境変化への対応
（費用・投資効果重視の戦略推進）

次の成長への準備
材料事業 コアビジネスとしての成長

長期ビジョンを見据えた
3コアビジネスによる
成長戦略の推進

成長戦略への舵取り
非鉄メジャークラス入り
世界トップクラスシェア

初めてメジャーシェアで海外鉱山の
経営に参画（ポゴ金鉱山）

資源事業

HPAL工場を立ち上げ
（コーラルベイ）

電気銅
45万トン体制の構築

製錬事業

モレンシー銅鉱山、
セロ・ベルデ銅鉱山を拡張
シエラゴルダプロジェクト

への参画

資源事業

電気ニッケル
10万トン体制を構築
第2HPAL工場を立ち上げ

（タガニート）

製錬事業

電池材料を増産
結晶材料（LT/LN基板）を増産

材料事業

モレンシー銅鉱山権益の追加取得
シエラゴルダ銅鉱山のフル生産
菱刈鉱山下部鉱体の開発
新規金権益の取得

資源事業

銅原料対応力の強化
タガニートHPALの拡張

HPALからのスカンジウム回収
硫酸ニッケル増産 
第3HPAL工場の検討

製錬事業

電池材料のさらなる増強
結晶材料のさらなる増産

新商品の上市

材料事業

二層めっき基板の拡販
材料事業

第3HPAL
シエラゴルダ Phase2/酸化鉱
新規金鉱山開発
探鉱活動
電池材料増産
材料新規製品

長期ビジョン達成に向けた
さらなる課題

2015年中期経営計画（15中計）の戦略 Overview of Corporate Strategy in the 2015 3 -Year Business Plan

　当社を取り巻く外部環境は著しく変化していますが、
非鉄金属の需要は中長期的には拡大し、価格も適正水
準に回復するものと考えられます。 
　よって当社は、引き続き長期ビジョンで掲げた「世
界の非鉄リーダー＆日本のエクセレントカンパニー」
となるべく、ニッケル年間15万トン生産体制と銅30
万トン・金30トンの権益分年間生産量、新規の材料
製品での経常利益50億円/年、連結売上高1兆円/年・
連結当期純利益1,000億円/年をめざし、「資源」、「製

錬」、「材料」の各コアビジネスでの成長戦略を推進し
ていきます。 
　15中計では当社の成長の基本モデル「種蒔き」「植
付け」「育成」「刈取り」のうち「種蒔き」「植付け」に注
力することになりますが、外部環境変化への対応力を
高めつつ、資源権益獲得による従来型の成長戦略だけ
でなく、3つのコアビジネスの事業の幹を太くする「拡
幅」、事業部門の垣根を越えた「業際事業の展開」など
を通じて次なる飛躍を狙います。 

長期ビジョンに向けた15中計の位置づけ

　資源事業では、シエラゴルダ銅鉱山におけるフル生
産の早期実現と、既存鉱山の獲得も視野に入れた金鉱
山の獲得により、権益の拡充をめざしていきます。 
　製錬事業では、ニッケルはタガニートの拡張とHPAL
からの新金属の回収に取り組み、さらに第３HPAL工場
の建設を視野に入れた取り組みを始めます。銅は不純
物対応力の向上等を通じ、コスト競争力を強化します。 
　材料事業では電池材料、結晶材料の収益化を図り、

また新商品の投入による成長戦略を推進します。いずれ
のコアビジネスにおいても、これまで進めてきた戦略
や増強投資の効果を活かしていくために生産性の維持
向上を図り、より確実な収益の確保をめざしていきます。
　研究開発部門は、材料事業の新商品や資源・製錬事
業における新プロセスの開発に注力します。本社部門
では、IFRSの導入をはじめとしたグローバル化への
対応を通じ、経営基盤の一層の強化を図ります。

・ 「住友の事業精神」を基本としたグループ経営理念を
定め、役員および従業員の行動基準として「SMMグ
ループ行動基準」を制定

・ ガバナンスシステムとして、取締役会と執行役員制
度および監査役制度の形態を採用

・ 2016年6月開催の株主総会で新たに社外取締役を
増員、８名のうち３名が社外取締役

・ 人材開発部の創設
・ 国内外の法務リスクに対するサポート体制の確立
・ 海外子会社を包括するキャッシュマネージメントシ
ステムの導入

・ 国際税務に対する社内の専門性強化
・ IFRS移行によるM&A環境の整備
・ 研修活動や積極的な障がい者雇用などを通じたダイ
バーシティの実現

2015年中期経営計画（15中計）の最重点事項2015年中期経営計画（15中計）の概要

コーポレート・ガバナンスは、当社グループの
企業価値の最大化と健全性の確保を

両立させるべく企業活動を規律する枠組み

グローバル化するビジネスへの
対応力強化と

グローバルスタンダードへのキャッチアップ
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